
小集団活動における集団凝集性と

集団規範の相互作用

キーワード

小集団活動

集団凝集性

集団規範

相互作用

グループダイナミックス

組織有効性

はじめに

集団による課題遂行，集団の意思決定，集団

の問題解決，集団の生産性.集団の目標達成，

などの問題についてささやかな話題を提供する

ものである。産業における作業集団または組織

集団による課題遂行についてはマクロな経営組

織論よりも社会心理学の分野に多くの知見が蓄

積されている。そこでは集団行動の研究は三つ

に区分される。それらは作業の結果または反応

としての集団の所産.すなわち集団が達成しよ

うとしている課題や目標があり.次に対人的な

関係の型としての集団の構造や集団を構成する

成員の個人特性があり 加えて構造上の諸活動

としての集団の過程や環境がある。

デーヴイスによれば集団行動の課題遂行を

規定する要因として主に次の四つがある (Da-

vis. 1969) 0 

・大きさ

集団の大きさが増すと.それだけ多くの人々

が課題に関する情報の獲得，処理に参画し対

人関係についても魅力的な仲間とめぐり会う機

会が増す。しかし 集団の大きさの拡大は成員

泉

宮

井

下 文

力

彬

聞の接触の困難さも増し.打ち解けた社会的交

換の実現が困難となる。

・集団の構成

集団の成員間で行うコミュニケーションにつ

いて.コミュニケーション回路やコミュニケー

ション構造の実験的研究から全回路解放型ある

いはコンコム型のコミュニケーションネット

ワークの課題遂行への有用性が報告されている。

集団成員の一般的な能力も特殊な能力も集団

全体の課題遂行と一貫した形で関係づけられる。

集団成員の適応性.外向性.保守性.感受性な

どのパーソナリティ特性は集団の課題遂行その

ものとは強固な関係を示さない。

-凝集性

集団の対人間の魅力や相互の結合の緋の程度

が凝集性である。凝集性の高い集団は目標が生

産水準を高めることであれ低めることであれ，

凝集性の低い集団よりも共通の集団目標を受入

れ，あるいは同意する傾向が見られる。

集団のもつ魅力については集団の成員自身が

魅力的であって.個々の成員は互いに関係を持

つこと自体に喜びを見出し 社会的な交換関係

をもつことを望んでいる場合にその集団の魅力

を支持する。また，集団の目標や当面する課題

そのものが成員の目標や課題と合致し.それが

集団の行為によって適切に処理される場合にも

集団の魅力は増大し集団として結合することを

通じて個人の要求の満足を高める。

課題遂行の進展についてのフィードパックが

与えられる課題においては 凝集性は循環的な

効果を生み出す可能性がある。成功体験が集団
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員の志気やモラールを高める口

集団聞の競争は集団内部の凝集性を高める傾

向を示すが，集団内の競争は凝集性を低下させ

がちである。

・規 範

同一集団に所属している成員たちが特定の意

見や行動様式についてもつ斉一性が規範であるo

つまり成員に共有された価値観でもある。

集団成員が成員として期待されている行動を

行おうとするとき 成員に共有されている行動

基準ないし集団規範によって.メンバー聞のコ

ミュニケーションは容易となり，他のメンバー

の行動が予測可能となる。

規範には種々の側面がある。ある種の規範は

顕在的な行動に関係しているが，他方では個々

の人が不確定な場面に直面した時の主観的な心

情を方向づけるものもある。また.ある種の規

範は整った公式な形式をもち.文書化され，公

然としたかたちで意図的に集団に採用されてい

る。これに対して多くの規範はその成立の経過

も非公式的なもので.集団成員の長い相互作用

の過程から生じている。

規範それ自体が直接的に課題遂行に影響する

こともあれば，対人行動が全体として影響され，

課題遂行はその相互作用に依存したものとして

間接的に影響を受けることもある。いずれの場

合も，課題遂行への規範の影響は行動への期待，

行動の最適基準や逸脱許容度によるとされてい

る。

集団成員に共有された規範はその方向性次第

では課題遂行を抑制する方向に作用することも

ある。

社会心理学では課題遂行の規定因として上記

の4点のほかにも多くの研究があるo支配と権

力関係や，好意や愛情など無視できるものでは

ないがここでは捨象することにする。

本稿では集団の課題遂行を規定する要因とし

ての集団凝集性と集団規範の有効性を検討しな

がら集団凝集性と集団規範との相互作用の効果

をも検討しようとするものである。同時に，集

団凝集性，集団規範とその相互作用の規定要因

を検討した。

1.研究課題

集団凝集性と集団規範を測定し，それらの結

果から集団凝集性と集団規範との相互作用を定

量化した。

集団凝集性と集団規範との相互作用の測定と

同時に測定された課題遂行との関連性を分析し，

その相互作用の効果を検討した。

集団凝集性のあるいは集団規範のおよびそれ

らの相互作用の規定要因を組織のコンティン

ジェンシ一理論から探った。

ここでの相互作用は哲学的に相互承認論とし

て次のように説明されている考えに依拠する。

すなわち.r人は意識，自己意識ともに形式的
条件が備わっていても単に可能的であるにとど

まるが.行為が現実となるためには.他者から

の行為への促しが必要となる。この促しは一種

の呼びかけであり，人が相互に相手を自分と同

類の知的存在と認めあっていることにより起き

る。また促しによってひとたび行為者の自己意

識が現実化すると それ以降は相手を知的存在

者の概念に沿って扱うようになる。これが法的

行為あるいは道徳的行為の基本形式である。J
社会心理学のコミュニケーション論では上の

相互承認論は「刺激一反応Jとして次のように
展開されている。すなわち.rある生物体の動
作が.別の生物体にとって刺激となって反応を

起こし，その反応が元の生物体にとっての刺激

となり，その繰り返し・連鎖が社会的結果とな

る。J
ここで援用する相互承認論での主体者は主と

して成員の個人レベルとなるが，集団レベルで

の集団凝集性と集団規範でも可能であろう。

リーダーシップ行動論の二次元モデルではふ

さわしいリーダー行動として.配慮と体制づく

りという異なる次元の行動を同時に極大化する

ことが求められている。このとき，集団維持行

動と課題遂行行動とも呼ばれる二次元の行動は

相互に独立した次元であり相互作用は無視され

ている白そして二次元行動のシナジー効果を
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狙ったものでもない。しかし現実のリーダー

シップ研修からでもしばしば観察されることで

あるがそれらの行動量は相互に関連性があるこ

とが多い。

モチベーションの期待理論では努力すればそ

れ相応の業績が得られそうだという期待と得ら

れる業績が報酬に結び付くのかという期待と得

られる報酬に価値があるのかという誘意性との

積和でモチベーションの強さを測ることができ

るo 略式では

M=(E→p) x~ j(P→0) xVI 

となるo ただし報酬は内的報酬と外的報酬に大

別されそれぞれ数種ある。ここで努力一業績期

待 (E→P)や業績一報酬期待 (p→0)と誘意

性 (V) とは相互に独立した変数でありそれら

の相互作用が議論されることはない。努力一業

績期待や業績一報酬期待や誘意性のうちどれか

一つでも小さな値を取れば彼のモチベーション

は小さい。

集団凝集性と集団規範との相互作用にあって

もどちらか一方でも小さい値を取ればその集団

の業績は低いと考えられる。

本稿の研究のフレームワークを図 lに示す。

図lは組織論のコンティンゼンシーモデルを簡

略化したものである。

課題遂行に関する指標では組織有効性指標と

して集団の活動成果.職制との関係.自主性を

取り上げ，個人レベルの変数として，成員のモ

チベーション，内的満足.外的満足.職務満足

をも取り上げた。

組織有効性指標の中から分離して.集団凝集

性.集団規範と.集団凝集性と集団規範との相

互作用を枠組みの中心に位置付けた。

活性化要因については24年間におよぶ調査で

28のコンセプトが検討された。

研究対象は QCサークル活動や自主管理活動

など民間金業の職場の小集団活動とする。

フレームワークに示す通以小集団活動の活

性化要因がサークル活動の集団凝集性.集団規

範や集団凝集性と集団規範との相互作用を規定

するものと仮定する。あるいは活性化要因が直

図l 研究のフレームワーク

活性化要因

職務特性(85)
品質文化(95)
コーチング(05)など

接的に自主性.職制との関係や活動成果を規定

するものと仮定する。ここで図 lの( )は調

査実施年を示す。具体的な主要研究課題は次の

通りである。

(1 ) 活性化要因は集団凝集性×集団規範を規

定するか。

(2) 集団凝集性×集団規範は組織有効性を規

定するか。

以上の研究課題を究明するために実証的研究

を実施する。質問紙調査が1983年から2∞7年に
実施された。調査では主として在阪の製造業を

対象に3社ないし 7社からそれぞれ30サークル

の有効回答を得た。調査対象企業の規模は大企

業または中堅企業であり，業種は電機.自動車

部品.輸送機.化学.住宅機器.建設であり.

調査対象企業の中にデミング大賞やデミング賞，

日本品質奨励賞の受賞企業が含まれる。調査対

象企業におけるサークル活動の経過年数は3年

未満も15年以上をも含み，部門は製造部門に限

定していない。調査票は各社ともサークルの

リーダーとメンバーから回収された。

2.変数の測定

図lで示したフレームワークや上の研究課題

群を検討するために以下のように各変数を測定

した。活性化要因として検討したものは毎年違

うが，活性度や組織有効性は一貫して同ーの測

定方法を用いた。測定結果が活性度とその他の

組織有効性との関連性の分析に用いられる。ま

た.状況変数の影響についても状況変数と活性

度やその他の組織有効性との関連性の分析を試

みたo

2.1 組織有効性指標

サークル活動の活性度の代用特性を石川
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(1981)や長町 (1987)に依拠して次の3変数 (1)私は別の機会に何か別の仕事をやるとし

で測定する。サークル活動の目的が企業によっ たら，今のグループの仲間と一緒にやりた

て異なることもあるが.次の3変数で概ね課題 い。

遂行としての活性度を把握できるものとする (2) グループの仲間の気持ちはしっくりとし

(泉井・宮下 1998，1999)。 ている。

2.1.1 自主性 2.2.2 集団規範

メンバーが誰からも指示されることなく ど 同一集団に所属している成員たちが特定の意

の程度自主的にグループ活動に参加しているか 見や行動様式についてもつ斉一性が規範である。

の尺度である。サークルの活性度の l変数とし ここではフェステインガーに依拠して，集団規

て. 4問の合成値で計量する (Ohba，et al. 範とは特定の状況下で特定のメンバーがなす

1987)。 ぺきことが何であり，なすべきでないことが何

2.1.2 職制との関係 であるかについてのメンバーの中にある観念で

サークル活動のことで上司とよく打ち合わせ あるとした。この集団規範は業績への指向性で

をしているか，上司が会社方針や部門目標をよ もあり， 2問の合成値で測定する (Fes也1ger

くグループに教えているかなど，上司とメン 1950)。ここでも 2度の予備調査から次の2問

バーとの関係を示したものである。自主性と同 に集約した。

様に.サークル活動の活性度の l変数として， (1) 私のグループでは，仲間同士の聞に，張

4問の合成値で計量する(長町， 1988)。 り詰めて働くような厳しい雰囲気がある。

2.1.3 成果 (2) 私の職場では 仕事仲間がお互いに仕事

最近1年間の活動成果をサークルの年間提案 のことで.自由に指摘しあったり.批評し

件数，テーマ解決件数，それに，発表大会など あう。

に選出されたかまたは受賞したことがあるかな 2.2.3 集団凝集性×集団規範

どによって計測する。先行研究のほとんどで活 集団凝集性と集団規範の相互作用であるo す

性度にはこの変数のみが用いられている(品質

月問委員会， 1987)。

2.2 活性度

サークル活動の活性度の代用特性として，グ

ループダイナミックスの知見を援用し，次の2

変数とその交互作用にて測定する(広田， 1972， 

泉井・宮下 2001，2010， 2011)。

2.2.1 集団凝集性

既述のように集団の対人間の魅力や相互の結

合の紳の程度が凝集性である。ここではシャク

ターに依拠して，メンパーがお互いに感じてい

る情緒的親密度とメンバーが共有している集団

への情緒的愛着度との合成値で測定する。すな

わち，メンパーがサークル活動を通じて，相互

に人間的に引きつけられている程度である

(Schachter 1951) 0 2度の予備調査から次の2

聞に集約した。

なわち，高い課題遂行をめざしてメンパーが結

集している程度である。この相互作用の効果に

関しては多少の試行がある (Izuiet al， 1987)。

2.3 活性化要因

活性化要因には以下を用いたが， 24年間に28

のコンセプトがとりあげられた。また28コンセ

プトは総計670項目の測定項目からなり，全て

の測定項目にはリッカートタイプの5点評価で

回答を求め，そこから合計で216因子を抽出し

たo28コンセプトの概要を下記するが， 216因

子の因子レベルの得点結果を表lに平均値で示

す。 28コンセプトの( )は調査実施年であり，

活性化要因の得点は因子を構成する質問数のい

かんにかかわらずすべてで5点評価に換算され

ている。とりあげた活性化要因の実施の程度や

その効果については調査研究を実施の都度， 日

本経営工学会，日本経営システム学会，日本品
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表1 活性化要凶の得点と活性度との相関関係 援助行動(89)

活性化要因 平均値凝集性規範凝×規 52部下把握 3.9 ** * ** 
同一化.期待.風土.圧力(83)

l上司目標同ー化 4.3 ** * ホ*2部門目標同一化 3.9 ** * ** 3上司賞賛期待 4.2 ** * ** 4外的報酬期待 3.8 ** ** ** 

53積極参加 4.6 
54情報管理 3.9 ** ** 55部下育成 3.5 ** ** ** 56部下指導 4.1 ** * 57確信対応 3.2 ** ** 58信頼関係 4.3 ** ** ** 5リスクテイキング 3.8 

6相互援助 4.3 ** ** ** 
意思決定.課題解決(90)

7好業績評価 3.4 ** * ** 
59形成 3.9 ** ** ** 

8知識技術教示 4.3 ** ** 
60同調 2.3 * 

9課題遂行 4.1 ** ** ** 10集団維持 4.2 ** ** 
61防衛 2.2 ** * ** 62啓発 4.2 ** ** ** 

11駁務圧力 4.5 ** ** 
63疎通 4.0 ** ** 

12質の圧力 4.0 
13時間の圧力 3.8 ** 本 ** 14量の圧力 3.6 
15時間と量の圧力 4.5 ** * 16財務上の圧力 4.0 ** ** 17外部環境圧力 3.1 * 18集団圧力 3.8 ** ** ** 
集団内行動(84)

臼組織学習 3.8 ** ** ** 邸生存領域 3.2 ** ** ** 66ニーズとシーズの結合 3.2 ** ** ** 67自己超越 2.8 ** * 68情報収集 3.4 ** ** ** 69情報分析 3.4 ** ** ** 70尺度の明確化 3.4 ** ** ** 71具体案の作成 3.5 ** ** ** 72代替案の提示 2.6 
19相互信頼 3.9 ** ** ** 加課題遂行 4.0 * ** ** 21能力発揮 3.8 ** ** 本本

73代替案結果予測 2.7 * ** ** 74基準の明確化 3.3 ** ** ** 75最終決定 4.1 ** * 22規律 2.8 ** ** ** 76提案的 2.9 * 23自己主張 3.3 3ド ** ** 77批判提示的 2.6 
24同調行動 3.5 * * 78弁証的 2.6 
職務特性(85) 79自由討議的 3.6 ** ** ** 
25アイデンティテイ 4.4 * * 集団形成，集団発達(91)
26多様性 2.9 * ** ** 80問題意識 3.2 ** ** ** 27見通し 3.9 ** *本 81集団醸成 3.5 ** ** ** 28相互依存性 3.6 * * 82意思疎通 4.4 ** ** ** 29親しくなる機会 3.9 83欲求体系 2.1 ** ** ** 30自律性 3.7 3ド * * 制社向性 3.2 ** ** コミュニケーション構造(86) 85自尊心 3.1 ** 
31構造特性 3.1 本* 86形成状況 4.7 

32中心性 3.3 * ** ** 
87接触状況 4.7 ** ** ** 

33情報入力量 3.1 ** ** ** 
88課題の困難度 3.2 * 

34自律 4.7 ** ** * 
89参加深度 4.3 キ* ** ** 

35課題特性 3.9 90自由度 3.3 * 
36組織発達性 2.2 ** 本*

91確立性 4.0 ** ** ** 
37勢力行使性 3.8 * ** *本

92参加領域 3.9 ** ** 
PM行動(87) 93活動目的 1.6 * * 
招集団維持型 4.8 * * ** 

構造こわし(92)

39目標違成型 4.2 * ** ** 
94集団年齢 3.8 

40自己規律型 4.3 本* 95上司どの仕事コミZニケーション 3.2 ** ** ** 
41知識技術教示型 3.7 本* ** ** 

96融切仕事コミュニトション 3.3 ** ** ** 
管理者行動(88)

42環境形成 3.7 ** ** ** 43信頼関係 3.1 ** ** ** 44自己規律 3.6 ** *ホ ** 45問題把握 3.5 ** ** *本46積極主導 4.2 ** ** ** 47確信対応 3.2 本* ** ** 48成員掌握 3.9 ** ** ** 49成員育成 4.1 ** ** ** 印成員主導 4.1 ** ** ** 51変革主導 2.8 ** ** ** 

97量幌Eの仕事コiユニトシジ 2.7 ** ** ** 98ミーテイング定例化 3.0 
99駿場規模 3.2 
l∞コミ且ニトションギ刊プ 3.2 * ** ** 101上司の配属月数 2.2 
102アイデンテイテイ 3.7 * 103多様性 3.1 * 104見通し 3.5 
105協力の必要性 3.9 ** * l侃親しくなる機会 3.5 * * * 107自律性 3.3 
108フィードパック 3.7 ** * 
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109会話平板化 1.5 ** ** 164労働 2.7 ** * * 
110領域固定化 2.1 * 165感情的要素 3.4 ** ** ** 
111消極姿勢化 3.2 ** * 副幹 ** 166存続的要素 3.0 * 
112情報硬直化 2.3 ** ** ** 167規範的要素 1.7 
113危険回避化 3.4 168感情的要素 3.0 ** ** ** 
114活動標準化 3.2 169存続的要素 2.1 ** ** ** 
115役割j固着化 3.4 * ** ** 170規範的要素 2.2 
116革新指向性 3.0 ** ** ** 
117構造壊し体験 1.7 ** * 

コミットメント，援助行動.原因帰属(98)

171感情的要素 3.1 ** ** ** 
ヒューマンウェア(93) 172内在化要素 3.2 ** ** ** 
118問題意融 4.3 *本 ** ** 173存続的要素 2.5 ** ** ** 
119ノウハウ 4.5 ** ** ** 174規範的要素 2.5 
120自己管理 3.9 * * 175リハーサルの奨励 3.2 ** ** ** 
121職務構造 3.3 176自主目標設定奨励 4.3 ** ** ** 
122職場訓練 3.4 ** * ** ln自己批評の奨励 3.6 ** ** 
123知恵授け 3.9 * 場* ** 178自己強化の奨励 3.5 ** ** ** 
124知識獲得 4.3 * * 179自己期待の奨励 3.8 ** ** ** 
125組織記憶 4.1 ** ** ** 180自己観察評価奨励 3.9 ** ** ** 
126情報流通 4.0 ** ** ** 181新技術の奨励 3.6 ** ** ** 
品質文化(94) 182境界役割 3.2 ** ** ** 

127標準化 4.1 
128自律性 3.2 * ** ** 
129責任分担 4.7 ** ** ** 
130品質優先 4.6 ** * 
131現場主義 4.1 ** * ** 

183統制の所在 3.4 ** * 
184統制可能性の所在 4.2 ** ** ** 
国5一貫性の所在 3.7 ** 
186タイミング 4.1 ** ** ** 
187援助コスト 3.6 ** ** ** 

132苦情情報 2.2 ** ** 
エンパワーメント (99)

133品質投資 3.0 本* * 188自己効力 3.9 ** ** ** 
134集団主義 3.9 ** ** ** 189意思決定 4.3 

品質文化. CS， ES(95) 190集団学習 2.9 ** ** ** 

135標準化 4.2 ** ** 
136品質重視 4.5 
137現場主義 4.0 ** ** ** 
138自律性 2.9 ** ** ** 
139人冊性尊重 4.2 ** ** ** 
140責任分担 4.7 ** ** 

191境界連結 2.6 ** 
192自己効力 4.5 * ** ** 
193目標設定 3.2 ** 
194意思決定 3.2 ** * 
195学習 3.7 * ** ** 
196境界連結 4.6 * * 

141品質徹底 3.9 * コーチング(05)

142顧客満足 3.6 * ** * 197環境設定 3.8 ** ** 
143経営者の役割 4.2 本* * 198承認 4.4 

144コミュニケーション 3.9 ** ** ** 199質問 3.9 ** ** 
145上下関係 4.1 ** ** ** 200傾聴 4.0 ** ** ** 
146現場の把握 2.5 * 環境.コーチング(06)
147満足感 3.4 ** ** ** 201ピジョン 3.7 ** ** 
戦略的方針管理.セルフリーダー(96) 202目標設定 4.5 ** 
148方針把握 3.7 * ** ** 

加3現状把握 4.0 ** * * 
149社長診断 3.8 ** * 

加4コミュニケーション 4.0 ** ** ** 
150意見陳述 2.3 ** * 205環境設定 3.7 ** ** * * I 
151方針徹底 3.7 ** ** ** 206承認 4.2 ** ** * * I 
152戦略化 3.7 ** ** * 207質問 3.9 ** * * I 
153伝達機能 3.5 ** ** * 208傾聴 4.1 ** ** 
154管理技術 2.8 ** * ** 組織能力.コーチング(07)

155意見交換 4.1 ** ** ** 209学習 3.6 * 
156現状把握 3.1 ** ** ** 210設備 3.3 ** ** 
157全体像 3.7 ** ** ** 211擦り合わせ能力 2.5 ** * 
158動機付け 3.8 ** ** ** 212コミュニケーション 4.0 ** ** ** 
159境界役割 2.5 本* ** ** 213教育 3.9 ** ** ** 
160社会技術 3.6 ** ** ** 214傾聴 2.8 ** ** 
コミットメント (97) 215聴取 4.0 * * 

161会社
|27|“|“|** 162職務 3.7 I * * I * * I * * 

163職業 2.5 I * * I * * I * * 

216同意度 4.5 ** ** 

*:Pく0.05 * * : P<O.OI 
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質管理学会などで報告した。以下に調査実施年

度順に従ってその測定方法の概要を示す。

検討された活性化要因は組織論のコンテイン

ジェンシーモデルでいえばいずれも組織の内部

特性であり.企業の外部環境特性や戦略などの

コンテクストは含まれない。組織の内部特性を

次のように分類する。

・組織構造

集団内行動，職務特性，コミュニケーショ

ン構造.会合雰囲気・情報創造・課題解決

過程・意思決定，集団形成・集団発達，構

造こわし・革新指向性・集団機能.品質文

化，エンパワーメント コミットメント 0

.個人属性

同一化・期待・風土・圧力(動機づけ要

因).CS'ES。
・組織過程

PM行動.管理者行動.セルフリーダー

シップ.援助行動・原因帰属.意思決定・

課題解決， ヒューマンウエア.方針管理，

コーチング・職場環境・組織能力。

a.動機づけ要因.管理者行動，圧力(1983)

動機づけ要因では西固などに依拠し同一化理

論および期待理論の検討に7分類17項目を用い

た。管理者行動ではサークルの成員から見た上

司の行動を三隅に依拠して3分類10項目で測定

し圧力は金井などに依拠し 8分類を 7項目で

測定した(西田 1977.三隅 1978.金井 1989)。

b.集団内行動(1984)

パスとダントマンや白樫の集団内における成

員の3つの志向性を基本とし.パックやベンの

集団内の行動パターンを追加して. 6分類22項

目で成員の集団内での日常行動を測定する

(Bass & Dunteman 1963. 白樫 1965.Back 
1951. Benne 1948)。
C. 職務特性(1985)

サークル活動が実施されているその職場の職

務がどのように設計されているかを調べる。

ハックマンとローラー ハックマンとオールダ

ム，田尾，守島などに依拠して. 6分類22項目

で職務特性を測定する (Hackman& Lawler 

1971. Hackman & Oldham 1980.田尾 1978.

守島 1985)。
d.コミュニケーション構造(1986)

成員相互間のサークル活動におけるコミュニ

ケーションのパターン構造と構造を特定する構

造関連行動を測定する。コミュニケーション

ネットワークのパターンではリーピットやゲツ

ツコーとマシモンに また構造関連行動ではワ

イズとミラー.ショー，狩野などに依拠して.

2項目と15項目でそれぞれ測定する (Leavitt

1951. Guetzkow & Simon 1955. Heise & Mill-

er 1951. Shaw 1954.狩野 1971)。
e.援助行動(1989)

上司によるサークル活動への援助行動を成員

の知覚で測定する。ワイネル，西川らなどに依

拠して 9分類26項目の測定尺度を用いた

(Weiner 1980. 1985.西川ら 1989)。

f.意思決定(1990)

集団意思決定の方法論に4項目(三.1988)， 

情報創造活動に10項目(野中ら. 1989).課題

解決過程12項目会合雰囲気には21項目をそれ

ぞれ設定した。

g. 集団形成と集団発達 (1991)

集団形成では12分類31項目を用いて.成員自

身の状況.場の状況，課題の状況などを測定し

た。集団発達はサリーとギヤリンスキーのライ

フサイクルを用いた (Sarri& Gallinsky 1985)。
h.構造こわし(1992)

構造こわしの体験.革新志向性とその規定因.

集団機能などを古川などに依拠して11分類43項

目で測定する(古JII1989. 1990)。

i. ヒューマンウエア(1993)

技術・技能の伝承現象を測定する。島田を基

本に寺本などの組織学習を含める。 10分類20項

目を用いた(島田 1988，寺本 1993)。

j. 品質文化 (1994)

サラフとセパスチャンや加護野などに依拠し

て品質文化を測定する。 13分類30項目を用いた

(Saraph & Sebastian 1993.加護野 1993)。
k.品質文化.CS' ES (1995) 

前項に顧客満足 (CS)，従業員満足 (ES)を
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8分類22項目追加した(品質管理誌編集委員会， 編成人数，会合頻度を，また，サークルの成員

1995)。 の特性として役割，性別，年齢，経験年数.仕

1.戦略的方針管理(1996) 事中心性，成長欲求などを測定した。ここでは

経営トップが策定した経営戦略が現場まで方 ある調査年度での分析にとどまるが，活性度や

針展開されるo 戦略的方針管理ではサークル員 組織有効性との関連性を分析した。

が知覚する経営方針を長田の戦略策定七つ道具

から. 6分類18項目を用いて測定する(長田

1996)。
m. コミットメント(1997)

サークル活動へのコミットメントと仕事への

コミットメントを同時に調査した。会社，職務，

職業，労働への感情的要素，存続的要素，規範

的要素を回尾およびメイヤーとアレンに依拠し，

7分類18項目で測定する(田尾 1997.Meyer 

& Allen 1997)。
n. コミットメント，上司の援助行動，原因

帰属 (1998)

コミットメントでは前記に鷲見をも加え，内

在化要素を検討したo 上司によるサークル員へ

の活動に関する援助を調べる。援助行動及ぴ原

因帰属では高木らなどにより. 8分類21項目と

5分類8項目の尺度を開発した(鷲見 1990，

高木ら 1987)。

O. エンパワーメント (1999)

サークル活動でのエンパワーメントと仕事で

のエンパワーメントを金井などに依拠し.それ

ぞれ6分類17項目と 6分類15項目を設けた(金

井 1990)。
p. コーチング (2005)

伊藤が提唱している コーチングスキルを測

定する。 4分類22項目を用いた(伊藤 2002)。

q. コーチング，職場環境 (2006)

コーチングに職場環境の4分類19項目を追加

した。

r. コーチング，組織能力，同意度 (2007)

コーチングに組織能力の3分類2項目と同意

度2項目を追加した。

3.分析結果と考察

3.1 活性度の経年変化

図2は活性度の集団凝集性.集団規範，集団

凝集性×集団規範の得点の経年変化を示す。い

ずれの変数も 5点評価に換算されている。ここ

では集団凝集性×集団規範は集団凝集性の得点

と集団規範の得点との積とするがこれも 5点評

価に換算されている。

図2によれば， 3つの指標とも97年を機に得

点が低下している。これは TQC活動を TQM

活動とその呼称を変更し.日本の品質マネジメ

ントを全社的品質管理から総合的品質経営とし

て再構築しようと呼びかけられたのと軌をーに

する。

また図2によれば，集団凝集性の得点はある

程度は高いが，集団規範の得点は高くない。こ

れにより，集団凝集性×集団規範の得点は両者

の中間に位置する。小集団活動のさらなる発展

を望むとき.集団規範の得点を高め.集団凝集

性×集団規範を高めることが望まれる。たとえ

ば先進企業でTQMの一環として品質保証シス

テムの高度化を目指して.小集団活動を職制と

より一体化した形で展開しようとする動きがあ

る。その際には品質保証活動を意識した小集団

活動がより日常的となるので，成員には小集団

活動の意味をより強く認識することがもとめら

れる。そして職場には特に成員の内的満足を高

める手立てが必要となるだろう。

図2に関連して，集団凝集性，集団規範，お

よびそれらの相互作用の得点を活性度とは別の

組織有効性指標と比較するために図3を示す。

ただし調査年度は1986年度と2005年度のみであ

2.4 状況変数 る。

小集団活動の環境条件として業種.企業規模， 図3にあって，職務満足，外的満足，内的満

所属部門を，サークルの属性として経過年数， 足.仕事意欲は成員の個人レベルの変数である。
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図2 評価得点の経年変化
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図3 組織有効性指標の得点
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図3によれば.まず仕事意欲(モティペー

ション)の得点が高い。これは調査年度が変

わっても調査対象のどの企業でも高い。これは

組織による長期の従業員教育の賜物であると考・

えられる。

次に職務満足の得点が高い。これは給与や脈

位に関する外的満足の不満を承認，称賛.達成

!酪.仲間意識などの内的満足で、満たしているこ

とによると考えられる。

l臨fI1lj関係の得点も高い。 上司による成l~への

[q吋|口1986

3 4 5 

援助や指導がよく，成員が上司目標と部門目標

とに同一化していて良好な関係を保っているこ

とが窺える。あるいは方針管理がQCサークル

のレベルにまで泣透していることにもよるかも

しれない。

自主性の得点が低いのは小集団活動への参加

の動機が必ずしも自主的でないのかもしれない。

集団凝集性の得点は内的満足によるところが

あり，柴田規範の得点は自主性との関迎tl:があ

るかもしれない。



10 経営学論集 Vol. 53 No.3 

3.2 集団凝集性.集団規範，集団凝集性×集団規範

の規定要因

活性化要因には既述のように， 24年間に28の

コンセプトがとりあげられた。また28コンセプ

トは総計670項目の測定項目からなり，そこか

ら因子分析で216因子を抽出した。 216因子の因

子レベルの得点結果を表lに平均値で示す。 28

コンセプトの( )は調査実施年であり，活性

化要因の因子を構成する質問数は 1聞から 7問

と多様であるが，すべての因子ごとに得点は5

点評価に換算されている。

活性化要因の中で平均値が高く特筆すべきも

のに129，140責任分担がある。調査企業では品

質保証システムが整備され， QC工程表などに

よって構成員の役割分担が徹底されているもの

と思われる。 34自律， 38集団維持， 86形成， 87 

接触の高得点はサークル内部での活動にかかわ

る事柄であり，そこではリーダーシップによる

メンバー聞のコミュニケーションカf円i骨に行わ

れていることが窺われる。

構造こわしでは職務特性の関連因子を除きほ

とんどの因子で得点が低い。サークルの再編成

があまり行われていないことによる。コミット

メントの167規範的要素は労働に自分のすべて

を奉げるべきかということに対して否定を示し，

169存続的要素はサークル活動をやめる積極的

な理由はないことを示している。コーチングで

は上司による指導が熱心になされていることが

05年， 06年， 07年の調査から窺われる白

活性化要因の得点の標準偏差を省略したが

1.5を越えるものが12因子あるo これらはサー

クル内でのことで，とりわけ役割により状況の

知覚に差がある場合である白リーダーはフォロ

ワーに配慮しながら問題解決を試みようとして

いるが，配患や課題が見えないフォロワーがい

ることになる。(泉井ら 2011)

活性化要因の216因子と活性度の集団凝集性，

集団規範，集団凝集性×集団規範との関連性を

属性相関分析した結果を表lの凝集性，規範，

凝×規の欄に示す。表中で*， * *は負の相闘
を示すが， 109. 110， 111. 112の因子番号の測

定尺度は逆転尺度である。相関分析に用いた

データは各調査年度の全数を用いている。した

がってそのデータ数は180から420個である。状

況による層別分析に耐えるようにデータ数を確

保したがここでの各年の相関分析では全数を用

いた白

表lによれば，活性化要因の中で.平均値が

高く規範との相関に有意差がある因子では現在

既に規範を高めることに貢献している。それら

の因子の中で平均得点が4.5を越えている因子

には11職務圧力. 15時間と量の圧力.34自律.

87接触.119ノウハウ， 129責任分担， 130品質

優先.136品質重視， 140責任分担， 192自己効

力， 196境界連結，などがある D

また活性化要因の中で，平均値が高くはなく

規範との相関に有意差がある因子では今後の導

入推進が期待される。その際には要因得点のば

らつきを大きくしているフォロワーへの配慮が

欠かせない。

活性化要因の216因子と集団凝集性，集団規

範，集団凝集性×集団規範との相関分析の結果

から，相関関係で有意差の認められた因子の数

を28の調査コンセプトの単位にまとめたものを

表2に示す。ただし表2では凝集性，規範，凝

×規と略記している。

表2によれば.216因子の活性化要因と活性

度との相関分析で多くの因子間で有意差が出た。

取り上げた活性化要因はすべてその評価点を l

-5点に換算され，また活性度も 5点で評価さ

れた。この5点評価順位因子と 5点評価順位因

子との関連性をケンドールの九で属性相関分

析するにはそのデータ数180-420はやや多すぎ

検出力が上がったものと思われる。

表2によれば，活性化要因の216因子の内，

活性度との相関が認められたのは凝集性で156

因子，規範で143因子，凝集性×規範では171因

子であった。

小論では活性度の指標として集団凝集性と集

団規範との相互作用に注目しているが，相関分

析から171因子のその相互作用に有効性がある

ことを見た。
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表2 凝集性，規範.凝集性x規範との相聞が認められた要因数

活性化要因

同一化.期待，風土.圧力 (83)

集団内行動 (84)

職務特性 (85)

コミュニケーション構造 (86)

PM行動 (87)

管理者行動 (88)

援助行動 (89)

意思決定.課題解決 (90)

集団形成.集団発達 (91)

構造こわし (92)

ヒューマンウェア (93)

品質文化 (94)

品質文化.CS. ES (95) 

戦略的方針管理.セルフリーダ (96)

コミットメント (97)

コミットメント，援助行動.原因帰属 (98)

エンパワーメント (99)

コーチング (05)

職場環境.コーチング (06)

組織能力.コーチング (07)

計

この結果を踏まえて現場での対応はいろいろ

考えられるが，活性化要因個々の現状の得点の

高さや活性度の得点の高さと相関関係の分析結

果とを総合すれば進むべき方策が少しは絞れて

くる。

図3で見たように集団規範，自主性.活動成

果の得点はともに低い。そこで.活性化要因群

の中から集団規範 自主性活動成果との関連

性がある因子が見つかればそれらを凝集性×規

範の場合にも含めて検討する価値はありそうだ。

ここで組織有効性指標聞の関連性を見ておく。

表3はある測定年度の組織有効性指標聞の関連

性を属性相関分析したものである。

表3によれば.F7凝集性×規範は自主性や

活動成果との関係をも含めて.他の組織有効性

指標との聞にも関連性が認められる。 Fl仕事

意欲が強く F4職務満足の高い成員が凝集性や

規範を高め，凝集性×規範を高めるo 逆に活動

成果はF7凝集性×規範と F8自主性との聞に

因子数 凝集性 規範 凝×規

18 11 13 14 

6 6 5 6 

6 2 5 5 

7 4 5 6 

4 3 4 3 

10 10 10 10 

7 5 4 6 

21 17 14 16 

14 11 9 10 

24 14 11 13 

9 7 7 8 

8 6 5 7 

13 4 7 6 

13 11 13 13 

10 7 7 8 

17 16 14 16 

9 4 6 8 

4 3 l 3 

8 8 4 7 

8 7 4 6 

216 156 143 171 

関連性がある。これは小集団活動による提案件

数やテーマ解決件数の多い集団，あるいは受賞

している小集団のサークルでは集団凝集性×集

団規範が高く.成員の自主性も高いことを意味

する。

表4はある測定年度の組織有効性と成員の属

性や小集団の属性との関連性を属性相関分析し

たものであるo

表4によれば.F7集団凝集性×集団規範は

数人以下の編成人数で.困難度の高い課題に挑

戦し.小集団で、活動テーマは部門の方針に沿っ

て取り上げ.成長したい欲求が高い成員のいる

小集団でその相互作用の得点は高い。また活動

成果では経験豊富な成員が簡単な課題を選んで

大人数で活動するとき提案件数や課題解決件数

は高し、

図4に活性化要因の数量化理論I類による凝

集性×規範への寄与率(%)を示す。ただし

独立変数は検討したコンセプトごととし.外的
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表3 組織有効性指標聞の関連性

Fl F2 F3 F4 F5 F6 F7 F8 F9 FlO 

Fl 仕事意欲

F2 内的満足 ** 
F3 外的満足 ** ** 
F4 職務満足 ** ** ** 
F5 集団凝集性 ** ** ** ** 
F6 集団規範 ** ** ** ** ** 一

F7 凝集性×規範 ** ** ** ** ** ** 一

F8 自主性 * ード ** * ** ** ** ** 
F9 職制関係 ** ** ** ** ** ** ** ** 
F10 活動成果 * ** 

* : P<0.05 * * : P<O.Ol 

表4 個人属性やサークル属性と組織有効性との関連性

F1 F2 F3 F4 

年 齢

経過年数

所属年数

所属部門 ** ** * ** 
編成人数 ** * 
課題の困難度 * 
方針管理 ** * ** ** 
成長欲求 ** ** * ** 
仕事中心性

基準は凝集性×規範である口活性化要因として

取り上げたいくつかのコンセプトの中では何が

より強く凝集性×規範を規定するのかを見ょう

とするものである。

図4によれば，活性化要因の各コンセプトは

凝集性×規範に大きく寄与しているわけではな

い。その中でコンセプト聞の寄与率の相違点を

見るならば，集団内行動，集団形成，構造こわ

し品質文化，コミットメントでの寄与率が比

較的に高い。これらのコンセプトに共通するこ

とは実施率が低いことである。

F5 F6 F7 F8 F9 FI0 

* 

** 

** 

** * ** 

* ** ** * 一
** ** ** ** ** 

** * ** * ** * 

* * 
*:Pく0.05* * : P<O.Ol * * :負相関

集団内行動のコンセプトでは6因子のすべて

で凝集性×規範と相闘があったことと併せると，

集団内行動の強化が望まれる。とりわけ規律の

平均値が低く標準偏差が大きいことから，規律

への注力により凝集性×規範の向上が望まれる。

構造こわしの経験者は少ないがメンバーの再

編といういわばショック療法で小集団活動のマ

ンネリ化を防ぐことが可能であるo

最近注目されているコーチングも構成員の凝

集性×規範を育むことが期待されている。表1

によればサークル活動への上司の指導は構成員
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図4 活性化要凶群の数量化理論I類による凝集性x規範への寄与率 (%) 

コ}チング

エンパワーメント

コミットメント

セルフリーダ一

戦略的方針管理E
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からかな り高く匁Ij".f:されている。コーチングの

平均値は89:1]:の援助行動や98年の援助行動と比

較しでも勝るとも劣らない。しかし図4によ

ればコーチングの数丑化理論 I類による活性度

への寄与率は必ずしも向くはない。コーチング

の促進要件としての組織能力やマネジメントシ

ステムとしての環境の整備が十分とはいえない。

品質文化やコミットメントでは成員が日常で

親しんでいるコンセプトの名称ではなし、。しか

し調査票での質問のレベルでそれらのコ ンセ

プトの意味するところは理解され.支持された。

おわりに

小集団活動を実施している構成員の知覚に

よって活性化要因の実施の程度が測定された。

28種のコンセプトを構成する670問の測定項目

から216因子を抽出して活性化要因として検討

した。28極のコンセプトは組織論では組織構造，

11nl人属性.組織過程.コンテクストから選出し

た。また，これらのコンセプトの責任担当者は

トップマネジメ ント 中間管理者，サークル

リーダーと多彩である。

小論における研究諜題の一つは間性化要因の

企業における取組みの程度を把援することで

あった。28コンセプトの216因子の取組みの程

度を構成貝の知党によって測定した。この得点

40 60 80 

分布は表 lに示した。

主たる研究謀題は活性化要因が集団凝集|生と

集団規範との交互作用を規定するかを検討する

ことであった。216因子の中で171因子が凝集性

×規範との間に相関関係があることを表 lに示

した。また，それぞれの活性化コンセプトがど

の程度に凝集性x規範を説明するのかをも検討

し寄与率を図4に示した。

次に集団凝集性と集団規範との相互作用は集

団の活性度と聞にキ1=1間関係があることを表3に

示した。

これらのことにより組織のコンテインジェン

シーモデルが図 lで示した略式モデルの部分で

成り立つことが確認できた。

これらの成果により.小集団活動の活性化の

問題を部分的にせよ検証することができたと考

える。小集団活動の活性化要因には小集団の構

成員に起因するものはむしろ少なく。活性化要

因の促進要件を整備するのは中間管理者やトッ

プマネジメントの責任である。
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